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６年 １１月 同（副監．地．総．企）第２０号

１０年 ３月 同（地．総．企）第１号

３月 同（副監．総．企．管）第７号

１２年 ３月 同第７号、８月同（副監．総．企．調）第１４号

１５年 ４月 同（副監．総．施．管）第１９号

１９年 ８月 同（地．総．企）第７号

２０年 ３月 同（副監．総．企．組）第２号改正

警視庁組織規則（昭和４７年４月１日東京都公安委員会規則第２号）に定める派出所等の新

設、廃止、改築等については、派出所、駐在所の設置等について（昭和４２年１２月２１日通

（ ． ． ） 。 「 」 。） 、達甲 ら 総 管 第５号 以下 旧通達 という に基づき運用してきたところであるが

旧通達に定める派出所等の種別が整理されたこと、旧通達が制定後相当期間を経過して一部実

情に沿わなくなつたことなどから、このたび、その全部を改正し、昭和５２年６月１日から次

により実施することとしたから、運用上誤りのないようにされたい。

おつて、派出所、駐在所の設置等について（昭和４２年１２月２１日通達甲（ら．総．管）

第５号）は、廃止する。

記

第１ 目的

この通達は、警察の下部組織としての交番等の新設、復活、転換、廃止、休止、移転及び

名称変更（以下「交番等の設置」という ）並びに改築、修繕及び増築（以下「交番等の改。

修」という ）の上申手続等について、必要な事項を定めることを目的とする。。

第２ 交番等の種別

交番等の種別は、次のとおりとする。

( ) 交番1
警察署の管轄区域のうち、主として市街化している区域に設置して一定地域を管轄し、



原則として交替制により勤務する地域課員の職務執行の拠点となる施設をいう。

( ) 地区交番2
ターミナル、歓楽街の集中等による犯罪多発地域等で、前( )の交番の人員では事件、1

事故等の処理が困難な地域に設置して、警視又は警部が常駐し、かつ、一当務おおむね

１０名以上の地区交番の勤務員の職務執行の拠点となる施設をいう。

( ) 警備派出所3
警察署の管轄区域内にある重要防護対象等特定の対象を警戒警備するために設置して、

原則として交替制又は毎日制により勤務する地域課員又は警備課員の職務執行の拠点とな

る施設をいう。

( ) 水上派出所4
東京湾岸警察署の管轄区域のうち、警備艇が配置され、一定の海面又は水面区域を管轄

し、原則として、交替制により勤務する地域課員及び水上安全課員の職務執行の拠点とな

る施設をいう。

( ) 駐在所5
警察署の管轄区域のうち、主として住宅地、山間地等に設置して、警察事象が少なく受

持負担も低い地域を管轄し、原則として駐在制により勤務する地域課員の職務執行の拠点

となる施設をいう。

第３ 交番等の設置、改修の決定

交番等の設置又は改修は、警察署長（以下「署長」という ）の上申に基づき、交番等の。

設置については、所管区（警備区を含む。以下同じ ）の面積、所管区内の居住人口、街の。

形成、犯罪等の発生状況、道路状況及び特定警戒対象の有無、隣接交番等からの距離、警ら

用無線自動車活動の難易、住民の意向、要員の有無等を総合的に勘案して地域部長が、交番

等の改修については、その必要性、予算等を勘案して総務部長が決定する。

第４ 交番等の構造・規模

交番等の構造・規模については、勤務員数、事件事故取扱件数、女性警察官の配置、警ら

。 、 、用無線自動車の活動拠点の指定の有無等を勘案して定めるものとする この場合 床面積は

原則として、前記第２の( )から( )までについては３３平方メートル以上、( )については1 4 5
５９４平方メートル以上とする。.
なお、細部については、別に定める基準によること。

第５ 交番等の名称表示及び付属設備

１ 交番等には、正面入口の見やすい箇所に名称を表示すること。

２ 交番等には、原則として次のものを設置すること。

( ) 赤色標燈（正面入口の見やすい箇所）1
( ) 掲示板2
( ) 自転車置場3
( ) 日よけ（事務室入口又は側面等）4
( ) 大型非常ベル5
( ) 冷暖房設備6

第６ 交番等の名称選定の基準



１ 選定の基本方針

交番等の名称の選定に当たつては、交番等が設置されることは、その地域住民の治安に

対する大きなよりどころとなるものであるとともに、警察署の下部組織として地域住民と

警察の良好な関係を盛り上げて行く上に大切なものであることを考慮し、地域に適合し、

かつ、地域が特定でき、地域住民に素直に受け入れられる名称を選定すること。

２ 選定上の留意事項

( ) 名称は、できるだけ短く、やむを得ない場合のほか難解な文字を使用しないこと。1
( ) 他の交番等の名称と紛らわしくなく、かつ、永続性のあるものであること。2

第７ 交番等の設置等に関する事務手続

１ 上申の要領

署長は、管内情勢の変化、施設の老朽、破損その他の事情により交番等の設置又は改修

の必要が生じた場合は、次の要領により、書面で上申すること。

( ) 新設1
交番等を新設する必要が生じた場合は、次の事項を記載し、現行及び新設した場合の

所管区を表示した管内図及び新設予定地付近の略図を添付して上申すること。

ア 予定位置及び名称

イ 新設を必要とする理由

ウ 新設予定地を中心とする交番等の所管区の実態

所管区の実態は、次の様式により記載すること。ただし、警備派出所については、

記載を要しない。

実態 現在の実態 新設後の実態

刑法犯 交通事故 刑法犯 交通事故

交番等 面積 世帯 人口 発生件数 発生件数 面積 世帯 人口 発生件数 発生件数

交番

駐在所

既存 交番

交番等 駐在所

交番

駐在所

新設予定交番

駐在所

当署１交番

駐在所

平均

備考

注 ： 既存交番等」の欄には、新設交番等に関係のある交番等のみ記載すること。「

エ 敷地の所有者等

新設予定地の面積、所有者（権利者）の住居、職業、氏名及び年齢、取得方策等を

記載すること。

オ 建物の構造等

建物の構造・規模等について特に希望がある場合は、その内容（間取り等）を記載

すること。



なお、既存の建物については、取得方策（寄付、使用、貸借、賃貸借等）を併せて

記載すること。

カ 地元住民の意向

新設に関する地元住民の意向及び署長の意見を記載するとともに請願、陳情等があ

る場合はその旨を記載し、陳情書等が提出されているときは、これを添付すること。

キ 配置人員

新設予定の交番等の所要人員及び増員の要否を記載すること。

、 、 。なお 増員を要しないときは 関係交番からの配置人員の抽出方法を記載すること

ク その他参考事項

( ) 復活2
休止中の交番等を復活して運用する必要が生じた場合は、その理由、交番等の所名、

復活した場合の所管区及び配置人員等を記載して上申すること。

( ) 転換3
、 。駐在所を交番に転換する必要が生じた場合は 新設上申の場合に準じて上申すること

( ) 廃止4
交番等を廃止する必要が生じた場合は、その理由及びこれに伴う措置を記載して上申

すること。

( ) 休止5
交番等の運用を相当期間休止する必要が生じた場合は、廃止上申の場合に準じて上申

すること。

( ) 移転6
交番等を移転する必要が生じた場合は、その理由、移転予定地、施設関係、移転予定

日等を記載して上申すること。

( ) 名称変更7
交番等の名称を変更する必要が生じた場合は、その理由及び新名称を記載して上申す

ること。

( ) 改築8
、 。 、交番等を改築する必要が生じた場合は その理由を記載して上申すること この場合

敷地が借地のときは、継続使用の可否等も併せて記載すること。

( ) 修繕、増築9
交番等を修繕又は増築する必要が生じた場合（１件の工費が１０万円未満の修繕工事

で、庁舎修繕費の範囲内で行う場合を除く ）は、その理由及び予算措置（費用の概算。

を含む ）を記載するとともに、設計図を添付して上申すること。。

なお、当庁所管財産以外の施設については、所有者も併せて記載すること。

２ 上申及び上申書類の経由先等

( ) 交番等の設置の上申は、地域部長（地域総務課地域対策係経由。以下同じ ）に行う1 。

こと。この場合は、上申書の謄本を総務部長（施設課計画係経由。以下同じ ）に送付。

すること。

( ) 交番等の改修の上申は、総務部長に行うこと。この場合、上申書の謄本を地域部長に2
送付すること。

( ) 交番等の修繕については、警視庁庁舎等修繕工事実施要綱（昭和４４年５月１日通達3
（ ． ． ） ） 、 。甲 総 施 計 第１０号 により行うほか この通達の定めるところにより行うこと

( ) 交番等の設置又は改修に伴う通信施設の新設、移設、廃止等については、交番等の設4



置又は改修が決定次第、警視庁警察通信規程（昭和４９年９月５日訓令甲第１７号）の

定めるところにより措置すること。

( ) 交番等の設置又は改修について寄付行為を伴うものについては、寄付財産金品等の取5
扱要領（昭和３１年１０月２６日命令甲（総務）第１５号）により措置すること。

３ 上申に基づく合議と処理

( ) 地域部長は、交番等の設置について上申があつた場合は、総務部長に合議するほか、1
配置定員の変更を必要とするものについては警務部長に、警備派出所に関するものにつ

いては警備部長にそれぞれ合議するものとする。

( ) 地域総務課長は、交番等の新設又は移転の決定に伴い、施設の建築を必要とする場合2
は、会計年度ごとに必要性の高いものから順位を定めて、総務部長に上申すること。

( ) 総務部長は、交番等の改修について上申があつた場合は、地域部長に合議するほか、3
警備派出所に関するものについては、警備部長に合議するものとする。

( ) 地域総務課長は、署長が行う交番等の改修上申のほか、上申謄本に基づき、会計年4
度ごとに改築、修繕及び増築に分け、交番等の改修が促進されるよう総務部長に上申す

ること。この場合、警備派出所に関するものについては、警備部関係課長と協議するこ

と。

第８ 臨時交番等

１ 署長は、管内事情等により臨時に交番等を設置する必要が生じた場合は、書面に設置目

的、設置場所、設置期間、施設の措置及び運用要領を記載し、地域部長に上申すること。

ただし、他の通達等に基づいて設置する場合（例えば、年末、年始警戒期間中における臨

時交番等）は、上申を要しない。

、 、 。２ 臨時交番等は一時的に設置するものであり その期間は 原則として６か月以内とする

したがつて、期間経過後も継続設置を必要とする場合は、その理由及び期間を地域部長に

電話上申すること。

３ 臨時交番等を廃止する場合は、その理由及びこれに伴う措置を地域部長に電話報告する

こと。

４ 臨時交番等の設置又は廃止に伴う通信施設については、前記第７の２の( )に準じて措4
置すること。

第９ 交番等台帳の備付け

１ 交番等の運営管理の適正を期するため、地域総務課長にあつては地域対策係に、署長に

あつては地域総務係（島部警察署長にあつては主管係）に別記様式の「交番等台帳」を備

え付けること。

２ 署長は、交番等が新設、改築又は増築された場合は、別添の「交番等台帳の作成要領」

により、交番等台帳を２部作成し、１部を地域総務課長に送付すること。

３ 交番等台帳は、毎年１２月末日をもつてこれを調製するものとする。この調製の要領に

ついては、その都度指示する。

第 報告等10
１ 署長は、交番等の新設、改築、復活、転換若しくは移転等により事務を開始したとき、

又は廃止若しくは休止により交番等を閉鎖したときは、事務開始（閉鎖）区分、交番等の

名称、施設の所在地、工事完了年月日及び事務開始（閉鎖）年月日を地域部長及び総務部



長に電話報告すること。

２ 署長は、交番等の改築期間中、仮交番等を設けて運用する場合は、書面に仮施設の所在

地、所有者、事務開始年月日、運用方法等について記載し、事前に地域部長に報告するこ

と。

３ 署長は、交番等の所在する町名（丁目 、番地等に異動を生じた場合は、その理由及び）

新旧の町名（丁目 、番地等を地域部長及び総務部長に書面報告すること。）



別添

交番等台帳の作成要領

１ 共通事項

( ) ①署名欄及び②所名欄のコード番号は、朱書すること。1
( ) ⑰備品、装備品欄の数量は、補正の利便上黒鉛筆書きとすること。2
( ) 前( )及び( )以外の欄については、青か黒のインク又はボールペン書きとすること。3 1 2

２ 個別事項

( ) ①署名欄1
署名は、所属名のみで、警察署の文字は記載しないこと。

( ) ②所名欄2
( )に準じて記載すること。1

( ) ③種別欄3
該当する事項の数字を○で囲むこと。

( ) ⑤家族構成欄4
駐在所のみ記載すること。

( ) ⑥所在地欄5
分離休憩所欄には、休憩所が分離した場所にある場合に、その所在地を記載すること。

( ) ⑦土地欄6
ア 地目欄は、宅地、道路敷、公園敷、河川敷、雑地等別を記載すること。

イ 所有区別欄は、都、国、ＪＲ、公団、公社、市区町、民有（会社、民間人等）等その

所有別を記載すること。

、 、 （ ） 。ウ 使用欄は 該当する事項の数字を○で囲み 借用料を費用の 内に記載すること

エ 所有者欄は、民有地の場合のみ記載すること。この場合、会社法人のものについては

会社の所在地、代表者氏名、電話番号等を、また、私人（民間人）のものについては所

有者の住所、職業及び氏名を記載すること。

( ) ⑧建物欄7
ア 構造は、英記号を○で囲むこと。

イ 形態は、合棟、分離の別に階ごとに、その面積を記載すること。

ウ 主な面積は、それぞれ該当する欄に記載し、休憩室欄については、ベット使用の場合

は、余白部にベット２段式等と記載すること。

エ 組込式は、組み込まれている建物名を記載すること。

オ 所有者欄は、該当する事項の数字を○で囲むこと。この場合、会社法人又は私人に該

当するときは、所有者の住所及び氏名、借料並びに借用期限を記載すること。

( ) ⑨運用記録8
開所時刻運用を変更した都度記載すること。

( ) ⑩施設環境欄9
ア 該当する事項の数字を○で囲むこと。

イ 特殊位置欄の（ ）内には、道路名等を記載すること。

( ) ⑪沿革欄10
この欄は、交番等の設置年月日、設置経緯、改築、移転状況等の経緯を明らかにしてお



くものであるから、できるだけ詳細に記載すること。

特に、改築により台帳を作成する場合は、旧台帳に記載されている事項を転写し、一見

して経緯が分かるようにしておくこと。

( ) ⑯所管区実態欄11
年末現在数とし、作成年の前年のものを記載すること。










